
 

平成２４年１２月２１日 

 
平成２３年度地方教育費調査及び教育行政調査（確定値）について  

 

 
１．調査内容 

 １）調査対象：大学､短期大学を除く公立の学校並びに都道府県及び市町村教育委員会 

 ２）調査項目：支出項目別・財源別の学校教育費、社会教育費、教育行政費並びに教育

委員会の類型、教育長・教育委員の構成、事務局本務職員数等 

 

２．調査結果の主な概要 

１）平成２２年度に支出した地方教育費総額は１６兆２，６１５億円となり、前年度と

比べ１，７１７億円（１．０％）の減少となりました。 

２）在学者一人当たりの学校教育費は、小学校９０万８千円、中学校１０７万３千円、

高等学校（全日制）１１２万７千円となり、中学校で過去最高となりました。 

３）女性教育委員の割合は、都道府県教育委員会で３４．５％、市町村教育委員会で  

３４．９％となり、いずれも過去最高となりました。 

４）指導主事（充て指導主事を含む。）を配置している市町村教育委員会の割合は    

６４．１％で過去最高となりました。一方、社会教育主事（派遣社会教育主事を含む。）

の配置率は４９．３％で過去最低となりました。 

 

３．調査結果の取り扱い上の注意 

岩手県、宮城県及び福島県については、東日本大震災により関係資料が滅失し正確な

決算手続が期待できない市町村が存在したため、関係県とも協議のうえ地方教育費調査

の対象外としました。 

その上で、岩手県、宮城県及び福島県における過去３年間の地方教育費はほぼ同額で

推移していることから、本調査結果においてはこれらの県については平成２１会計年度

の数値を集計の対象としています。ただし、教育に係る収入については、平成２２年度

文部科学省は、学校教育、社会教育及び教育行政のために地方公共団体が支出した

経費（決算額）の状況を明らかにするため、地方教育費調査を昭和２４会計年度から

毎年実施しています。 

また、教育委員会の組織等の状況を明らかにするため、教育行政調査を隔年で実施し

ています。 

今般、平成２２会計年度の地方教育費調査の結果及び平成２３年５月１日現在の教育

行政調査の結果（確定値）を取りまとめましたので、公表します。 



から施行された「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給

に関する法律」に基づく公立高等学校授業料不徴収交付金の制度を考慮し、授業料を除

いています。そのため、過去の調査との連続性についてご留意ください。 
一方、教育行政調査については、岩手県、宮城県及び福島県も調査対象としています。 

なお、本調査結果においては、各都道府県別の集計結果を掲載しています。 

 

 

  
 
 
 
 

 

＜担当＞生涯学習政策局調査企画課                       

       課   長：西 澤 立 志 （内線２２５４） 

       専 門 官：青 山 文 彦 （内線２０１６） 

       統計情報分析係長：宇 野 貴 雄 （内線２２６６） 

       専 門 職：八 木 麻理子 （内線  〃   ） 

     電話：03-5253-4111（代表）、03-6734-2260（直通） 
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【調査の概要】 

 
  １ 調査の目的 
       学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政のために地方公共団体から支出された経費並びに

授業料等の収入の実態及び地方教育行政機関の組織等の状況を明らかにして、国・地方を通じた教育諸

施策を検討・立案するための基礎資料を得ることを目的とする。 
 
  ２ 調査の対象期間 
       地方教育費調査  平成２２会計年度間（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） 
       教 育 行 政 調 査   平成２３年５月１日現在（隔年調査） 
 

  ３ 調査対象 

         都道府県及び市町村（特別区、教育事務組合、共同設置及び広域連合を含む。）の教育委員会並び

に都道府県立の幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種

学校及び高等専門学校（公立大学法人が設置する高等専門学校を除く。）を対象とする。 

 

  ４ 調査事項 

   (1) 教育委員会等における教育費調査 

① 支出項目別、財源別学校教育費 

② 支出項目別、財源別社会教育費 

③ 支出項目別、財源別教育行政費 

④ 教育施設別、科目別収入額 

(2) 知事部局における生涯学習関連費調査（知事部局所管施設分） 

○  支出項目別、財源別生涯学習関連費 

(3) 教育行政調査 

 ① 教育委員会の類型 

 ② 教育委員の性別、年齢、職業、履歴及び報酬 

 ③ 教育長の性別、年齢、職業、履歴及び報酬 

 ④ 事務局の本務職員数 

 

  ５ 東日本大震災の影響に配慮した対応 

   (1) 岩手県、宮城県及び福島県 

① 震災により関係資料が滅失した市町村が存在したため、全県を調査対象外とした。 

 その上で、岩手県、宮城県及び福島県における過去３年間の地方教育費はほぼ同額で推移

していることから、本調査結果においては地方教育費総額を経年比較できるよう平成２１会

計年度の数値を集計した。ただし、教育に係る収入については、平成２２年度から施行され

た「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に

基づく公立高等学校授業料不徴収交付金の制度を考慮し、授業料を除いている。 

② 教育行政調査の調査票の提出期日を平成２３年６月３０日から同年１１月１５日に変更

した。 

   (2) 岩手県、宮城県及び福島県以外の都道府県 

○ 教育行政調査の調査票の提出期日を平成２３年６月３０日から同年７月３１日に変更し

た。 

 

  ６ 報告書刊行予定 

    平成２４年１２月 

なお、調査結果は、文部科学省ホームページ 

（http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/index05.htm）にも掲載する。 
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【調査結果の要旨】 

Ⅰ 地方教育費調査（平成２２会計年度） 

 

 １ 地方教育費総額 （第１表） 

 

 平成２２年度に支出された地方教育費総額は１６兆２，６１５億円となり、前年度と比べ１．０ポ

イントの減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 「地方教育費総額」とは、公立の幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種

学校及び高等専門学校の各学校の支出経費並びに都道府県、市町村の教育委員会が社会教育及び教育行政のために

支出した経費の決算額合計である。 
  ２ 単位未満を四捨五入しているため、計と内訳の合計とは一致しない場合がある。（以下の各表において同じ。） 

  ３ 平成２２年度から施行された「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」

に基づく公立高等学校授業料不徴収交付金（いわゆる高校無償化）は、国庫補助金ではなく都道府県支出金及び市町村

支出金として計上されており、平成２２会計年度決算額は２，３８２億円である。 

 

①教育分野別地方教育費の推移 （第２表、第１図）  

 教育分野別にみると、平成２１年度は各分野において増加となったが、今年度は再び減少に

転じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1表　地方教育費（平成22会計年度）の概要

地方教育費総額 学校教育費 社会教育費 教育行政費

億円 伸び率(%) 億円 伸び率(%) 億円 伸び率(%) 億円 伸び率(%)

162,615 △1.0 136,729 △0.4 16,409 △5.1 9,477 △2.3 

国庫補助金 22,234 △3.0 21,388 △2.1 651 △19.8 195 △30.6 

都道府県支出金 83,917  0.9 78,990  1.4 2,081 △12.6 2,847 △2.3 

市町村支出金 50,113 △3.0 31,018 △3.2 12,762 △3.3 6,333 △1.5 

地方債 6,307 △3.6 5,317 △4.9 890  1.5 100  43.0 

寄付金 44  20.3 17  32.7 25  29.5 2 △57.5 

消費的支出 129,791 △0.7 110,653 △0.5 10,100 △2.4 9,038 △2.1 

資本的支出 20,403  2.7 17,104  4.9 2,999 △8.1 301 △1.5 

債務償還費 12,420 △9.4 8,973 △9.1 3,310 △10.1 138 △11.4 

区　　　分

総　　額

財
　
　
源

支
出
項
目

第２表　教育分野別地方教育費の推移 第１図　教育分野別地方教育費の推移

億円 億円 億円 億円

平成８年度 190,996 152,447 28,063 10,486 

９ 189,959 152,145 27,123 10,692 

10 188,126 151,230 26,188 10,708 

11 185,360 149,129 25,609 10,623 

12 183,757 147,935 25,148 10,675 

13 183,648 148,245 24,653 10,750

14 181,388 147,293 23,420 10,675

15 176,320 143,550 22,484 10,286

16 172,614 141,153 21,383 10,078

17 169,947 139,531 20,437 9,979

18 166,655 138,261 18,610 9,783

19 165,648 138,077 18,031 9,539

20 162,108 135,510 17,110 9,488

21 164,332 137,344 17,291 9,698

22 162,615 136,729 16,409 9,477

（構成比） (100%) (84.1%) (10.1%) (5.8%)

増減 △1,717 △614 △882 △221

伸び率(%) △1.0 △0.4 △5.1 △2.3

（注）　表中の網掛けは昭和24会計年度からの最高値を示している。

区　分
地方教育費
総　　　額

学校教育費 社会教育費 教育行政費

　　　（以下の各表において同じ。）

190,996

162,615
152,447

136,729

28,063

16,409

10,750 9,4770

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

地方教育費総額

学校教育費

社会教育費

教育行政費

平成

（億円）
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②財源別地方教育費の推移 （第３表、第２図） 

 財源別にみると、国庫補助金は４年ぶりの減少となった。一方、退職手当の財源に地方債を

使わず一般財源から支出した地方公共団体が存在したことなどにより都道府県支出金は４年

ぶりの増加となっている。また地方債は２年連続の減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 義務教育費国庫負担金については、平成１５年度に「共済費長期給付等」、平成１６年度に「退職手当」等の一般財源

化、平成１７年度に暫定措置としての減額を経て、平成１８年度に国庫負担率の引き下げ（1/2→1/3）が行われた。 

 

③支出項目別地方教育費の推移 （第４表、第３図） 

 支出項目別にみると、資本的支出は２年連続の増加となった。一方、消費的支出は９年連

続の減少、債務償還費も５年連続の減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３表　財源別地方教育費の推移 第２図　財源別地方教育費の推移

億円 億円 億円 億円 億円 億円

平成７年度 189,549 32,884 81,274 61,019 13,859 513   
８ 190,996 33,576 83,145 62,157 11,591 527   
９ 189,959 33,215 83,854 62,109 10,264 517   
10 188,126 33,592 82,097 61,622 10,363 452   
11 185,360 33,351 81,353 61,368 8,852 436   
12 183,757 33,019 81,259 60,997 8,033 449   
13 183,648 33,310 81,266 61,195 7,455 422   
14 181,388 32,892 80,611 60,270 7,200 415   
15 176,320 30,398 80,964 57,987 6,570 401   
16 172,614 27,980 81,662 56,506 6,053 415   
17 169,947 23,308 85,567 55,239 5,442 391   
18 166,655 19,141 88,251 52,641 6,234 388   
19 165,648 19,498 87,573 51,477 6,703 397   
20 162,108 19,621 84,824 50,600 7,028 35    
21 164,332 22,931 83,158 51,667 6,540 36    
22 162,615 22,234 83,917 50,113 6,307 44    

（構成比） (100%) (13.7%) (51.6%) (30.8%) (3.9%) (0.0%)
増減 △1,717 △697 760 △1,554 △233 7

伸び率(%) △1.0 △3.0 0.9 △3.0 △3.6 20.3

（注）２　平成20会計年度からの寄付金の減少は、調査項目を変更したことによる。

寄付金地方債区　分
地方教育費
総　　　額

国　庫
補助金

都道府県
支 出 金

市町村
支出金

（注）１　寄付金の最高値は、昭和55会計年度の705億円である。

33,592 

22,234 

88,251 

83,917 

62,157 

50,113 

13,859 

6,307 

44 
0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

国庫補助金

都道府県支出金

市町村支出金

地方債

寄付金

平成

（億円）

第４表　支出項目別地方教育費の推移 第３図　支出項目別地方教育費の推移

億円 億円 億円 億円

平成４年度 183,541  134,423  35,814   13,304   

… … … … …

８ 190,996 145,144  29,668   16,184   

９ 189,959 147,292  26,081   16,586   

10 188,126 146,468 25,365 16,293

11 185,360 145,493 22,462 17,405

12 183,757 145,562 21,501 16,694

13 183,648 145,986 20,689 16,973

14 181,388 144,351  19,454   17,583   

15 176,320 140,986  18,216   17,118   

16 172,614 139,378  16,592   16,645   

17 169,947 137,612  15,534   16,800   

18 166,655 136,668  15,175   14,812   

19 165,648 136,622  14,740   14,285   

20 162,108 133,547  14,588   13,973   

21 164,332 130,756  19,869   13,707   

22 162,615 129,791  20,403   12,420   

（構成比） (100%) (79.8%) (12.5%) (7.6%)

増減 △1,717 △965 534 △1,287

伸び率(%) △1.0 △0.7 2.7 △9.4

区　分
地方教育費
総　　　額

消費的
支　出

資本的
支　出

債　務
償還費

147,292

129,791

35,814

20,403

17,583
12,420

0

20,000
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100,000
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140,000

160,000
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消費的支出

資本的支出

債務償還費

平成

（億円）
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 ２ 学校教育費 

 

①支出項目別の学校教育費 （第５表、第４図） 

 平成２２年度に支出された学校教育費は１３兆６，７２９億円となった。建築費などの資本的

支出は増加となったが、人件費などの消費的支出や債務償還費の減少により、前年度と比べ 

０．４ポイントの減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②財源別の学校教育費の推移 （第６表、第５図） 

 財源別にみると、退職手当の財源に地方債を使わず一般財源から支出した地方公共団体

が存在したことなどにより都道府県支出金は４年ぶりの増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 寄付金の最高値は、昭和６２会計年度の６１５億円である。 
（注）２ 平成２０会計年度からの寄付金の減少は、調査項目を変更したことによる。 
（注）３ 平成２２年度から施行された「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に

基づく公立高等学校授業料不徴収交付金（いわゆる高校無償化）は、国庫補助金ではなく都道府県支出金及び市町村支
出金として計上されており、平成２２会計年度決算額は２，３８２億円である。 

第６表　財源別学校教育費の推移 第５図　財源別学校教育費の推移

億円 億円 億円 億円 億円 億円

平成４年度 149,407 32,227 71,194 39,479 5,930 577
… ………………

７ 151,294 32,036 74,498 37,031 7,259 470
８ 152,447 32,768 75,862 37,370 5,981 466
９ 152,145 32,473 76,621 37,248 5,324 479
10 151,230 32,881 75,193 36,815 5,915 426
11 149,129 32,654 74,511 36,507 5,049 408
12 147,935 32,242 74,463 36,224 4,585 421
13 148,245 32,444 74,444 36,157 4,800 400
14 147,293 32,155 74,073 35,736 4,942 387
15 143,550 29,657 74,614 34,349 4,548 382
16 141,153 27,337 75,481 33,445 4,497 394
17 139,531 22,708 79,097 33,134 4,225 368
18 138,261 18,577 82,540 31,697 5,080 367
19 138,077 18,875 82,013 31,205 5,609 375
20 135,510 18,960 79,458 30,910 6,170 12
21 137,344 21,838 77,865 32,035 5,594 13
22 136,729 21,388 78,990 31,018 5,317 17

（構成比） (100%) (15.6%) (57.8%) (22.7%) (3.9%) (0.0%)
増減 △614 △450 1,125 △1,017 △276 4

伸び率(%) △0.4 △2.1 1.4 △3.2 △4.9 32.7

寄付金区　分
学　校
教育費

国　庫
補助金

都道府県
支 出 金

市町村
支出金

地方債
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82,540 
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7,259 
5,317 
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第５表　支出項目別学校教育費の推移 第４図　支出項目別学校教育費の推移

億円 億円 億円 億円 億円 億円

平成４年度 149,407 115,739 102,726 23,597 17,881 10,071
… … … … … … …

８ 152,447 122,573 109,231 18,919 14,471 10,955
９ 152,145 124,222 110,817 16,894 12,969 11,028
10 151,230 123,346 110,035 16,990 13,276 10,894
11 149,129 122,620 109,291 15,018 11,802 11,491
12 147,935 122,519 108,766 14,655 11,178 10,761
13 148,245 122,751 108,939 14,490 11,298 11,004
14 147,293 121,611 107,670 14,051 11,153 11,631
15 143,550 118,842 105,323 13,458 10,954 11,250
16 141,153 117,630 104,084 12,667 10,191 10,856
17 139,531 116,516 102,825 12,333 9,919 10,682
18 138,261 116,191 102,712 12,209 10,246 9,861
19 138,077 116,552 103,066 11,839 9,812 9,685
20 135,510 113,913 100,608 11,900 10,072 9,697
21 137,344 111,172 97,472 16,300 12,630 9,871
22 136,729 110,653 97,065 17,104 14,739 8,973

（構成比） (100%) (80.9%) (71.0%) (12.5%) (10.8%) (6.6%)
増減 △614 △519 △407 803 2,109 △898

伸び率(%) △0.4 △0.5 △0.4 4.9 16.7 △9.1

区分
学　校
教育費

消費的
支　出

資本的
支　出

債　務
償還費

うち
人件費

うち
建築費

124,222

110,653

23,597
17,104

11,631 8,973
0
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140,000
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  ③学校種類別の学校教育費の推移（小学校、中学校、高等学校（全日制）） （第７表、第６図） 

 学校種類別にみると、小学校、高等学校の学校種は減少となったが、中学校は２年連続の

増加となった。 

なお、耐震化の推進により、小学校、中学校において建築費が増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７表　学校種類別学校教育費の推移

うち
建築費

うち
建築費

うち
建築費

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

平成４年度 149,407 66,461 7,952 40,382 5,646 30,398 3,138
… … … … … … … …
８ 152,447 67,429 6,026 39,059 3,620 32,466 3,567
９ 152,145 66,564 5,176 39,470 3,471 32,484 3,277
10 151,230 66,392 5,565 38,984 3,429 32,124 3,204
11 149,129 65,893 5,185 38,230 3,065 31,151 2,523
12 147,935 65,596 5,191 37,370 2,817 31,113 2,253
13 148,245 66,073 5,284 37,332 2,935 31,150 2,422
14 147,293 65,801 5,323 36,976 2,891 30,847 2,241
15 143,550 64,709 5,166 35,824 2,774 29,338 2,208
16 141,153 63,874 4,863 35,028 2,529 28,656 1,983
17 139,531 63,350 4,708 34,732 2,646 27,811 1,808
18 138,261 62,862 5,003 34,332 2,643 27,380 1,872
19 138,077 62,550 4,654 34,485 2,904 27,152 1,718
20 135,510 61,658 4,914 34,193 3,020 26,011 1,589
21 137,344 62,824 6,158 34,954 3,812 25,651 1,730
22 136,729 62,386 7,247 35,089 4,727 25,291 1,759

（構成比） (100%) (45.6%) (5.3%) (25.7%) (3.5%) (18.5%) (1.3%)
増減 △614 △438 1,089 135 915 △360 30

伸び率(%) △0.4 △0.7 17.7 0.4 24.0 △1.4 1.7

（注）　小学校建築費の最高値は、昭和55会計年度の9,007億円である。

区分
学　校
教育費

小学校 中学校
高等学校
（全日制）

第 ６図 　学校種 類別 学校教 育費 の推移
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④小学校、中学校、高等学校（全日制）の在学者一人当たり学校教育費の推移 

 （第７図、第８表） 

 在学者一人当たりの学校教育費は、小学校９０万８千円、中学校１０７万３千円となり、中学

校で過去最高となった。一方、高等学校（全日制）は１１２万７千円で３年連続の減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７図　小学校、中学校、高等学校（全日制）一人当たり学校教育費の推移

　（注）　図中の枠囲いは、昭和24会計年度からの最高値を示している。
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（参考）　小学校、中学校、高等学校（全日制）一人当たり学校教育費の推移（消費的支出）

　（注）　図中の枠囲いは、昭和24会計年度からの最高値を示している。
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第８表　小学校、中学校、高等学校（全日制）一人当たり学校教育費の推移

小学校

平成12年度 904,615 (748,014) 1.4 (1.9) 65,596 (54,240) △0.5 (0.1) 7,251,265 △1.8 

13 919,922 (759,456) 1.7 (1.5) 66,073 (54,547) 0.7 (0.6) 7,182,433 △0.9 

14 923,566 (765,497) 0.4 (0.8) 65,801 (54,539) △0.4 (△0.0) 7,124,712 △0.8 

15 909,892 (757,200) △1.5 (△1.1) 64,709 (53,850) △1.7 (△1.3) 7,111,695 △0.2 

16 901,573 (754,973) △0.9 (△0.3) 63,874 (53,487) △1.3 (△0.7) 7,084,675 △0.4 

17 894,799 (753,422) △0.8 (△0.2) 63,350 (53,341) △0.8 (△0.3) 7,079,788 △0.1 

18 889,404 (750,988) △0.6 (△0.3) 62,862 (53,079) △0.8 (△0.5) 7,067,863 △0.2 

19 892,064 (760,299) 0.3 (1.2) 62,550 (53,311) △0.5 (0.4) 7,011,876 △0.8 

20 880,948 (743,870) △1.2 (△2.2) 61,658 (52,064) △1.4 (△2.3) 6,999,006 △0.2 

21 905,251 (732,123) 2.8 (△1.6) 62,824 (50,809) 1.9 (△2.4) 6,939,922 △0.8 

22 908,184 (734,636) 0.3 (0.3) 62,386 (50,465) △0.7 (△0.7) 6,869,318 △1.0 

（注）　（ ）内は、消費的支出の推移である。以下の２表において同じ。

中学校

平成12年度 974,354 (795,895) 1.2 (2.4) 37,370 (30,525) △2.2 (△1.2) 3,835,338 △3.4 

13 1,002,272 (816,814) 2.9 (2.6) 37,332 (30,424) △0.1 (△0.3) 3,724,711 △2.9 

14 1,027,678 (837,473) 2.5 (2.5) 36,976 (30,132) △1.0 (△1.0) 3,597,997 △3.4 

15 1,028,802 (843,344) 0.1 (0.7) 35,824 (29,366) △3.1 (△2.5) 3,482,087 △3.2 

16 1,032,028 (853,104) 0.3 (1.2) 35,028 (28,955) △2.2 (△1.4) 3,394,055 △2.5 

17 1,036,623 (851,518) 0.4 (△0.2) 34,732 (28,530) △0.8 (△1.5) 3,350,507 △1.3 

18 1,033,857 (857,566) △0.3 (0.7) 34,332 (28,478) △1.2 (△0.2) 3,320,772 △0.9 

19 1,036,342 (857,644) 0.2 (0.0) 34,485 (28,538) 0.4 (0.2) 3,327,531 0.2 

20 1,035,473 (850,678) △0.1 (△0.8) 34,193 (28,091) △0.8 (△1.6) 3,302,207 △0.8 

21 1,056,624 (833,389) 2.0 (△2.0) 34,954 (27,569) 2.2 (△1.9) 3,308,105 0.2 

22 1,072,875 (840,778) 1.5 (0.9) 35,089 (27,498) 0.4 (△0.3) 3,270,582 △1.1 

高等学校（全日制）

平成12年度 1,101,344 (905,778) 0.9 (1.4) 31,113 (25,588) △0.1 (0.4) 2,825,015 △1.0 

13 1,129,384 (923,620) 2.5 (2.0) 31,150 (25,474) 0.1 (△0.4) 2,758,107 △2.4 

14 1,157,366 (928,299) 2.5 (0.5) 30,847 (24,742) △1.0 (△2.9) 2,665,310 △3.4 

15 1,137,605 (913,404) △1.7 (△1.6) 29,338 (23,556) △4.9 (△4.8) 2,578,888 △3.2 

16 1,143,267 (923,372) 0.5 (1.1) 28,656 (23,144) △2.3 (△1.7) 2,506,468 △2.8 

17 1,148,772 (931,028) 0.5 (0.8) 27,811 (22,540) △2.9 (△2.6) 2,420,939 △3.4 

18 1,168,993 (955,355) 1.8 (2.6) 27,380 (22,376) △1.5 (△0.7) 2,342,194 △3.3 

19 1,191,183 (973,237) 1.9 (1.9) 27,152 (22,184) △0.8 (△0.9) 2,279,375 △2.7 

20 1,156,557 (947,305) △2.9 (△2.7) 26,011 (21,305) △4.2 (△4.0) 2,248,963 △1.3 

21 1,148,797 (923,634) △0.7 (△2.5) 25,651 (20,623) △1.4 (△3.2) 2,232,851 △0.7 

22 1,126,700 (912,962) △1.9 (△1.2) 25,291 (20,493) △1.4 (△0.6) 2,244,666 0.5 

区　分
在学者数
（人） 伸び率(%)伸び率(%)

学校教育費
（億円）

区　分
在学者数
（人） 伸び率(%)

学校教育費
（億円） 伸び率(%)

区　分
在学者数
（人） 伸び率(%)

一人当たりの
教育費（円） 伸び率(%)

学校教育費
（億円） 伸び率(%)

一人当たりの
教育費（円） 伸び率(%)

一人当たりの
教育費（円） 伸び率(%)
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３ 社会教育費 

 

①支出項目別の社会教育費の推移 （第９表、第８図） 

 平成２２年度に支出された社会教育費は１兆６，４０９億円となり、人件費などの消費的支出、

建築費などの資本的支出及び債務償還費のすべての区分が減少したことにより、前年度と比

べ５．１ポイントの減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②教育委員会所管の教育施設別社会教育費 （第 10 表） 

 教育施設別にみると、すべての教育施設で減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９表　支出項目別社会教育費の推移 第８図　支出項目別社会教育費の推移

区   分
社　会
教育費

消費的
支　出

資本的
支　出

債　務
償還費

億円 億円 億円 億円

平成５年度 27,071   11,019   12,593   3,459    
… … … … …

８ 28,063   12,766   10,238   5,059    

９ 27,123   13,002   8,737    5,384    

10 26,188   12,946   8,015    5,227    

11 25,609   12,859   7,017    5,732    

12 25,148   12,917   6,479    5,752    

13 24,653   13,106   5,766    5,781    

14 23,420   12,694   4,952    5,774    

15 22,484   12,336   4,475    5,673    

16 21,383   12,089   3,669    5,625    

17 20,437   11,667   2,960    5,810    

18 18,610   11,082   2,747    4,781    

19 18,031   10,908   2,678    4,445    

20 17,110   10,510   2,477    4,123    

21 17,291   10,348   3,263    3,680    

22 16,409   10,100   2,999    3,310    

（構成比） (100%) (61.6%) (18.3%) (20.2%)

増減 △882 △247 △264 △371

伸び率(%) △5.1 △2.4 △8.1 △10.1
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第10表　支出項目別社会教育費の推移

実　　　　額 対前年度伸び率
区　　　分

平成22年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度

億円 億円 ％ ％

社　会　教　育　費 16,409 17,291 △5.1 1.1

　公　民　館　費 2,281 2,477 △7.9 1.0

　図　書　館　費 2,873 2,922 △1.7 △0.7

　博　物　館　費 1,664 1,732 △4.0 0.3

　体　育　施　設　費 4,266 4,597 △7.2 1.9

　青少年教育施設費 521 565 △7.8 △5.0

　女性教育施設費 20 33 △38.7 14.7

　文　化　会　館　費 1,108 1,190 △6.9 0.6

　その他の社会教育施設費 1,113 1,203 △7.5 5.7

　 教育委員会が行った社会教育活動費 1,325 1,327 △0.2 2.0

　文化財保護費 1,238 1,244 △0.5 1.2
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Ⅱ 教育行政調査（平成２３年５月１日現在）  

 

１ 市町村教育委員会数 

 

①市町村教育委員会数の推移 （第 11 表） 

 平成２３年５月１日現在の市町村教育委員会数（市、特別区、町、村、全部教育事務組合、

一部教育事務組合、共同設置教育委員会及び広域連合教育委員会を含む。以下同じ。）は

１，８３１で、市町村合併により、平成２１年度から６３減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（注）  各年度の５月１日現在。（以下の各表において同じ。） 

 

 

②委員数別の市町村教育委員会数の推移 （第 12 表） 

 委員（人制）別でみると、５人制の教育委員会は平成２１年度から７８減少して１，６６０となっ

た。一方、６人制の教育委員会は１１増加して１１５となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 平成 19 年度以前の「３人制」には、旧「地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令」第１条第１項に基づき、 

暫定的に委員を４人とする教育委員会を含む。 

 

 

 

 

 

第11表　類型別の市町村教育委員会数の推移

区　　　分 平成13年度 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度
（構成比） （増減）

％ 

総 数 3,406 3,365 2,524 1,932 1,894 1,831 (100.0) △63

市 670 677 740 782 783 786 (42.9) 3

特 別 区 23 23 23 23 23 23 (1.3) －

町 1,965 1,934 1,293 825 798 750 (41.0) △48

村 561 547 332 195 191 183 (10.0) △8

全 部 教 育 事 務 組 合 1 1 － － － － (－) －

一 部 教 育 事 務 組 合 177 175 132 106 96 86 (4.7) △10

共 同 設 置 教 育 委 員 会 7 7 4 1 1 1 (0.1) －

広 域 連 合 教 育 委 員 会 2 1 － － 2 2 (0.1) －

第12表　委員制別　市町村及び組合等の教育委員会数の推移

区 　　　分 平成13年度 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度
（増減）

総 数 3,406 3,365 2,524 1,932 1,894 1,831 △63

７人制以上 … … … … 5 8 3

教育委員会数 ６ 人 制 9 12 13 13 104 115 11

５ 人 制 3,329 3,289 2,466 1,873 1,738 1,660 △78
４ 人 制 … … … … 12 21 9
３ 人 制 68 64 45 46 35 27 △8
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２ 教育委員 

 

①市町村教育委員会の教育委員の状況 （第 13 表、第９～11 図） 

 市町村教育委員全体に女性が占める割合は３４．９％で、前回より１．７ポイント上昇した。 

保護者が占める割合は２９．９％で、前回より２．３ポイント上昇した。女性及び保護者の割合は

いずれも過去最高となった。教育委員の平均年齢は５９．３歳で、前回より０．１歳低下した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（注） 教育長である教育委員を除く。 

 

②都道府県教育委員会の教育委員の状況 （第 14 表、第９～11 図） 

 都道府県教育委員全体に女性が占める割合は３４．５％で、前回より０．７ポイント上昇した。

保護者が占める割合は２６．７％で、前回より０．２ポイント上昇した。女性及び保護者の割合は

いずれも過去最高である。教育委員の平均年齢は５９．５歳で、前回より０．５歳上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 教育長である教育委員を除く。 

 

（参考） 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第４条第４項において、教育委員のうちに保護者である者が

含まれなければならないとされており、保護者である者を含んでいる教育委員会の割合は、都道府県・指定都市 

１００．０％、市町村９５．６％（※）である。（文部科学省「教育委員会の現状に関する調査（平成 22 年度間）」） 

※ 市町村には、「共同設置教育委員会」「広域連合教育委員会」を含むが、「全部教育事務組合」「一部教育事

務組合」を含まない。 

 

第14表　都道府県教育委員会の年齢別の教育委員数の推移

13年度
（構成比）

15年度 17年度 19年度 21年度
（構成比）

23年度
（構成比）（増減）

人 ％ 人 人 人 人 (％) 人 (％) 人

総 数 234 (100.0) 232 233 232 234 (100.0) 232 (100.0) △2

４ ０ 歳 未 満 1 (0.4) 1 1 2 2 (0.9) 2 (0.9) －

４ ０ ～ ４ ９ 歳 15 (6.4) 23 22 21 36 (15.4) 31 (13.4) △5

５ ０ ～ ５ ９ 歳 57 (24.4) 57 77 68 66 (28.2) 70 (30.2) 4

６ ０ ～ ６ ４ 歳 41 (17.5) 54 55 58 59 (25.2) 62 (26.7) 3

６ ５ 歳 以 上 120 (51.3) 97 78 83 71 (30.3) 67 (28.9) △4

[ う ち ７ ０ 歳 以 上 48 (20.5) 54 30 31 20 (8.5) 22 (9.5) 2 ］
（ 再 掲 ） -

総 数 の う ち 女 性 67 (28.6) 75 73 75 79 (33.8) 80 (34.5) 1

総 数 の う ち 保 護 者 24 (10.3) 34 38 43 62 (26.5) 62 (26.7) －

平 均 年 齢 63.1歳 61.9歳 60.7歳 60.9歳 59.0歳 59.5歳 0.5

区　　　分

第13表　市町村教育委員会の年齢別の教育委員数の推移

区　　　分 13年度 （構成比） 15年度 17年度 19年度 21年度 （構成比） 23年度 （構成比） （増減）

人 ％ 人 人 人 人 (％) 人 (％) 人

総 数 13,381 (100.0) 13,175 9,880 7,538 7,495 (100.0) 7,275 (100.0) △220

４ ０ 歳 未 満 52 (0.4) 57 46 33 91 (1.2) 81 (1.1) △10

４ ０ ～ ４ ９ 歳 1,092 (8.2) 1,148 902 686 1,221 (16.3) 1,185 (16.3) △36

５ ０ ～ ５ ９ 歳 3,384 (25.3) 3,487 2,680 2,182 2,118 (28.3) 2,079 (28.6) △39

６ ０ ～ ６ ４ 歳 2,876 (21.5) 2,630 2,082 1,614 1,513 (20.2) 1,587 (21.8) 74

６ ５ 歳 以 上 5,977 (44.7) 5,853 4,170 3,023 2,552 (34.0) 2,343 (32.2) △209

[ う ち ７ ０ 歳 以 上 2,484 (18.6) 2,493 1,777 1,230 1,019 (13.6) 898 (12.3) △121 ］

（ 再 掲 ） -

総 数 の う ち 女 性 2,843 (21.2) 3,250 2,677 2,263 2,485 (33.2) 2,540 (34.9) 55

総 数 の う ち 保 護 者 1,618 (12.1) 1,813 1,428 1,108 2,066 (27.6) 2,173 (29.9) 107

平 均 年 齢 62.0歳 61.9歳 61.7歳 61.4歳 59.4歳 59.3歳 △0.1
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第９図 教育委員全体に女性が占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 図 教育委員全体に保護者が占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 教育委員の平均年齢の推移 
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３ 事務局本務職員 

 

①市町村教育委員会の事務局本務職員数の推移 （第 15～18 表、第 12 図） 

市町村教育委員会の事務局本務職員総数は前回より１４６人減少して５４，２８０人となった。 

 指導主事（充て指導主事を含む）の人数は前回より３７９人増加して５，９９６人となり、また、

社会教育主事の人数は前回より１３８人減少して１，３６６人となった。 

一部教育事務組合等を除く市町村教育委員会において、指導主事（充て指導主事を含む）

を配置している割合は６４．１％で、前回より ３．９ポイント上昇し過去最高となった。一方、社会

教育主事（派遣社会教育主事を含む）を配置している割合は４９．３％で、前回より３．７ポイント

下降し過去最低となった。 

指導主事（充て指導主事を含む）及び社会教育主事（派遣社会教育主事を含む）いずれ

も、人口規模が小さい市町村ほど配置率が低い傾向にある。 

 

第 15 表 市町村教育委員会における職種別の事務局本務職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「派遣社会教育主事」については，派遣された市町村教育委員会段階の延べ人数である。 

このため，都道府県教育委員会段階の実人数で把握した第 16 表とその数値が異なる。  

 

第 16 表 都道府県教育委員会における職種別の事務局本務職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「派遣社会教育主事」については，都道府県教育委員会段階が市町村に派遣した実人数である。 

このため，派遣された市町村教育委員会段階の延べ人数で把握した第 15 表とその数値が異なる。 

平成13年度 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度
（増減）

人 人 人 人 人 人 人

総 数 61,395 60,912 58,409 55,803 54,426 54,280 △146

対前回伸び率 △0.2％ △0.8％ △4.1％ △4.5％ △2.5％ △0.3％

指 導 主 事 3,444 3,538 3,795 4,177 4,428 4,579 151

充 て 指 導 主 事 1,157 1,162 1,138 1,168 1,189 1,417 228

社 会 教 育 主 事 2,932 2,762 2,124 1,696 1,504 1,366 △138

派遣社会 教育 主事 1,250 1,159 735 424 248 154 △94

社 会 教 育 主 事 補 239 175 102 61 40 47 7

事 務 職 員 47,879 47,708 46,050 44,048 42,873 42,246 △627

技 術 職 員 2,566 2,580 2,741 2,655 2,597 2,759 162

労 務 職 員 1,928 1,828 1,724 1,574 1,547 1,712 165

（ 再 掲 ）

指導主事・充て指導主事 4,601 4,700 4,933 5,345 5,617 5,996 379
社会教育主事・派遣社会教育主事 4,182 3,921 2,859 2,120 1,752 1,520 △232

区　　　分

人 人 人 人 人 人 人

総 数 18,366 18,035 17,440 16,483 15,780 15,561 △219

対前回伸び率 △0.3％ △1.8％ △3.3％ △5.5％ △4.3％ △1.4％

指 導 主 事 1,126 1,191 1,364 1,414 1,519 1,575 56
充 て 指 導 主 事 3,505 3,443 3,264 3,063 2,888 2,918 30
社 会 教 育 主 事 837 832 700 627 588 583 △5
派 遣 社 会 教育 主事 1,112 971 675 398 216 149 △67
社 会 教 育 主 事 補 53 56 45 31 30 24 △6
事 務 職 員 10,768 10,638 10,527 10,222 9,847 9,667 △180
技 術 職 員 814 781 767 656 637 600 △37
労 務 職 員 151 123 98 72 55 45 △10
（ 再 掲 ）

指導主事・充て指導主事 4,631 4,634 4,628 4,477 4,407 4,493 86
社会教育主事・派遣社会教育主事 1,949 1,803 1,375 1,025 804 732 △72

（増減）
平成13年度 15年度 17年度区　　　分 23年度21年度19年度
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第 17 表 市町村教育委員会における指導主事等及び社会教育主事等の配置状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「全部教育事務組合」「一部教育事務組合」「共同設置教育委員会」「広域連合教育委員会」を除く。（第 12 図も同じ。） 

 

 

第 12 図 市町村教育委員会における指導主事等及び社会教育主事等の配置率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 表 市町村教育委員会の人口規模別指導主事等及び社会教育主事等の配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「全部教育事務組合」「一部教育事務組合」「共同設置教育委員会」「広域連合教育委員会」を除く。 

区　　分 平成13年度 15年度 17年度 19年度 21年度 23年度
（増減）

市町村教育委員会数 3,219 3,181 2,388 1,825 1,795 1,742 △53

指導主事・充て指導主事を置
く教育委員会数

1,103 1,146 1,105 1,015 1,081 1,117 36

社会教育主事・派遣社会教育
主事を置く教育委員会数

2,402 2,274 1,532 1,084 951 858 △93

区　　分 総　数

人口●

50万人

　以上

30万人

　以上

50万人

　未満

５万人

　以上

30万人

　未満

1万5千人

　　以上

５万人○

　　未満

1万5千人

　　未満

市町村教育委員会数 1,742 33 50 478 552 629

指導主事・充て指導主事を置
く教育委員会数

1,117 33 50 449 390 195

配置率（％） 64.1 100.0 100.0 93.9 70.7 31.0

社会教育主事・派遣社会教育
主事を置く教育委員会数

858 22 29 250 266 291

配置率（％） 49.3 66.7 58.0 52.3 48.2 46.3

34.3 
36.0 

46.3 

55.6 

60.2 
64.1 

74.6 

71.5 
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59.4 

53.0 

49.3 
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80 
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平 成 ２ ３ 年 度 地 方 教 育 費 調 査 及 び 教 育 行 政 調 査 に つ い て （ 追 加 資 料 ） 
 
 

○公立高等学校授業料の負担額の変更と支出額との関係 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○公立高等学校（全日制）生徒一人当たり学校教育費の推移 

（単位：万円） 

区 分 
一人当たり 

教育費 

うち 

家計負担 

 

地方公共団体 

 

国 

平成２０年 １１５．７ １１．１ １０３．９  ０．６ 

平成２１年 １１４．９ １１．１ １００．７  ３．１ 

平成２２年 １１２．７  ０．４  ９９．６ １２．７ 

（注１）家計負担には、入学金、検定料、日本スポーツ振興センター共済掛金等を含む。ただし、平成２０年度、
２１年度は、授業料免除を受けていた者も含む（約１割程度）ため、一人当たり家計負担は授業料の相当額
より低くなっている。 

 
（注２）「国」の支出については、平成２１年は「学校情報通信技術環境整備補助金」創設、平成２２年は「高等

学校授業料不徴収交付金」創設と「理科教育設備整備費等補助金」拡充がなされている。 
 

 

公立高等学校の生徒 

を持つ家計全体では、

２，３８２億円の 

負担軽減 

２，３８２億円 

支出額（決算額） 

平成２２年度から授業料負担者が変更 

地方公共団体 

生徒（保護者） 国 

支出 

× 高等学校授業料 
不徴収交付金 

（注２） （注１）
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